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たちでネットワークを設計しつつ、間
に障害物ができたり、悪天候によって
電波が届かなくなった場合等に備え
て、Moteで迂回路を作れる。
　ZETAのAPは通信エリア内に
Moteがあっても、「できるだけデバイ
スとの直接通信を試み、どうしても電
波が届かないときだけ冗長パスとし
てMoteを使う」（朱氏）。これにより、
ネットワーク構造をシンプルに保ち、
かつMoteの電池消耗を避けながら
安定した通信を実現する。
　 なお、APに SIMを挿入すれ ば
3G/LTEをバックホール回線に使用で
きるほか、イーサネットや光回線も利
用可能だ。また、ZiFiSenseはデバイ
ス／ユーザー管理、データの可視化、
セキュリティ機能等を備えた「ZETA 
Server」も提供しており、ユーザーは
クラウド型で利用したり、ソフトを購
入して自ら運用できる。

中国で大規模プロジェクト

　テクサーは現在、APとMoteのほ
か、中国メーカー製のセンサー類を

　ZETAは、2013年に英国ケンブリッ
ジで設立されたZiFiSense（CEO ：
李卓群氏）が独自開発したLPWA規
格だ。日本国内では920MHz帯を用
いる。
　超狭帯域（UNB：Ultra -Narrow 
Band）による多チャンネル通信が
可能で、双方向通信に対応する。
100bps〜50kbpsのデータ転送が可
能だ。
　通信距離も数 kmから10km程度
と、他のLPWAと遜色ない性能を持
つ。ZiFiSenseの日本総代理店であ 
るテクサーの代表取締役社長を務め
る朱強氏によれば「見通しが良けれ
ば20〜30kmも可能」という。

最大の特徴はマルチホップ

　こうしたスペック以上にZETAを
特徴づけているのが、マルチホップ
通信だ。基地局（AP）よりも格段に 
安 価で、かつ電 池 駆 動の中継 機

（Mote）を使って容易に通信エリアを
拡大できる（図表1）。なお、APの希
望小売価格は23万円、Moteは1万
8000円だ。
　Moteを活用することによる利点は
2つある。1つは、障害物が多い場所
や地下、トンネル等へ、低コストに通
信エリアを拡張できることだ。
　もう1つが、冗長経路の確保であ
る。APとデバイスが直接通信するか

まだまだある！ 注目の新興LPWA

ZETA、ELTRESの勝機
Sigfox、LoRaWANに、LTE-M、NB-IoTと、LPWAの選択肢は大きく広
がった。しかし、まだ終わりではない。大きなポテンシャルを持つ2つの新興
LPWA規格「ZETA」と「ELTRES」を紹介しよう。 文◎坪田弘樹（本誌）
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図表1　ZETAのネットワーク構成
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活用したスマートシティ化実証事業を
開始。下京区を中心に、1台のAPと2
台のMoteで約2〜5km範囲をカバー
した。今後、京都市中央卸売市場に
おいて、施設内の温度管理や廃棄物
の投棄対策、作業車両の動線監視と
いったソリューションの検証を行う。
　宮崎県椎葉村では、チョウザメの
養殖漁業に使われている。
　九州電力グループのQTnetが手が
けた実証で、3G/LTE圏外の山奥に
ある生簀に水位測定センサーを設置
し、約3km離れた携帯電波圏内に
設置したAPと通信を行う。高低差も
約400mと無線通信には不向きな環
境だが、Moteで中継することにより
安定した通信が行えているという（上
写真）。
　広島県でも、マルチホップの特性を
活かした用例が出てきている。
　山深い場所にある果樹園の温湿度
監視を行うため、3カ所の果樹園にセ
ンサーを設置してデータを収集するシ
ステムを構築した。
　図表2は果樹園とAP、Moteの配
置を示したものだ。隣接する果樹園1
と2は近くにAPを設置することで直
接通信が可能だったが、少し離れた

約30 種販売している。技適マークを
取得したのは2017年12月であり、国
内でのビジネスは始まったばかりだ
が、中国では厦門、上海、重慶等で
ZETAの利用が進んでいる。
　大規模な事例が、上海のスマート
シティプロジェクトだ。
　中国3大キャリアの基地局インフ
ラを一手に管理する中国鉄塔（China 
Tower）とZiFiSenseが包括契約を締
結し、同国最大規模のアンライセンス
LPWAサービスを展開している。中国
鉄塔が管理する施設にAPを設置し
てZETAの通信エリアを構築。これ
をスマートシティのインフラとして使う
計画だ。
　同社がまず取り組んだのが、上海
市内の光ファイバーインフラの遠隔監
視である。
　市内に点在する数万個のマンホー
ルとキャビネットにセンサーを取り付
け、点検作業を自動化した。市内を効
率的にカバーするのに、Moteを活用
したマルチホップ型ネットワークが貢
献したという。検証段階ではLoRaと
NB-IoT、ZETAの3規格が比較検討
されたが、朱強氏によれば「ZETAは
LoRaの5分の1、NB-IoTの20分の1

のコストで展開できる」ことが採用の
決め手になった。
　中国鉄塔は今後、このZETAネッ
トワークを用いて、他のスマートシティ
向けアプリケーションを展開していく
計画だという。
　また、中国のメルセデスベンツ生
産工場では、ロボットアームの監視に
ZETAが用いられている。
　振動や温度、音の変化をセンサー
で読み取り、故障の早期検知や予測
を行うものだ。センサーの組み込み
MCUに機械学習のアルゴリズムを実
装し、エッジ側で解析。特徴点のデー
タのみをZETAでクラウドに転送する
ことで、ネットワークの運用コストを抑
えている。

日本各地でも実証がスタート

　日本でもZETAの実証が進んで 
いる。
　ビル・マンションの管理会社が、オ
フィス／居室内の温度やCO2、PM2.5
濃度の管理を目的に検証を実施。大
阪府では、橋梁のインフラ監視用途
で検証が行われた。
　京都市では、凸版印刷と京都高度
技術研究所、テクサーが、ZETAを

宮崎県椎葉村に設置したZETAのAP（左）とMote（右）

図表2　スマート農業検証のネットワークトポロジー
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合わせた造語だ。「長距離安定通信」
「高速移動通信」「低消費電力」の3つ
の特徴をアピールした名前だという。
　なかでも特徴的なのが、2つめの
高速移動通信だ。この技術を開発し
たソニーセミコンダクタソリューション
ズ IoTソリューション事業部 開発2
部 主任技師の北園真一氏は、「他の
規格との差異化のポイントは、やはり
移動性能。時速100km以上の高速移
動中でも通信が可能だ」と話す。実験
では、時速250kmで走行する新幹線
からのデータ送信にも成功している。
　1つめの長距離安定通信について
も、障害物のない状況では100km以
上の通信に成功しており、山中や海
上といった携帯電話ネットワークの圏
外へIoTソリューションを展開する際
に優位性を発揮しそうだ。今後、通信
サービスのエリアを拡大していくにあ
たっても「投資効率の観点で優位。ソ
ニーの強みになる」と北園氏は話す。

GNSS同期で高精度通信

　ELTRESは複数の要素技術を組

位置にある果樹園3との間には森林
が広がっており、直接通信はおろか、
Moteの設置もできなかった。
　そこで、見通しが確保できる海の方
角に迂回路を設計。2キロ離れた隣県
の島にMoteを設置し、海をまたいで
回り込む形で果樹園3との通信を確
立した。

日本から中国へ“再上陸”

　テクサーは今年6月、凸版印刷、ア
イティアクセス、QTnetと「ZETAア
ライアンス」を立ち上げ、マクセルを加
えた5 社が理事企業としてZETAの
普及を推進している。会員企業は9月
末現在で28社に達し、大日本印刷や
TDK等も名を連ねている。
　テクサーの朱氏は今後の展望と
して、「日本製のZETAデバイスを
使って国内、さらに中国に進出する」
と話す。凸版印刷は2019年 4月から
ZETA通信モジュールの量産を開始
する計画で、「TDKのセンサーや、マ
クセルの電池技術を使った“メイドイ
ンジャパン”のZETAデバイスを作る。
日本の技術でしか作れない小型・高
性能なデバイスを、中国のZETAユー
ザーも心待ちにしている」という。
　朱氏がZETAのメリットとして強調
するのは、SigfoxやLoRaWANと異
なり、日本企業が主導権を持ってビジ
ネスを展開できる点だ。英国生まれ・
中国育ちの技術ではあるが、“日本
発”でZETAアライアンスが出発した
ことで、中国でも普及促進に向けた枠
組みづくりが活発化しているようだ。
　欧米発の先行2規格が引っ張って
きたアンライセンスLPWA市場に、新
たな波を起こす可能性は十分にある。

　2017年 4月にソニーが発表し、こ
れまで“Sony’s LPWA”と呼ばれてき
た独自規格のLPWA技術の名称が

「ELTRES」に決まった。ETSIにおい
て国際標準規格として公開されたこと
を受けて、ISP事業などを手がけるソ
ニーネットワークコミュニケーションズ
が9月28日からプレサービスを開始し
ている。同社のIoT事業部門 事業推
進1部 ELTRES IoTネットワーク プ
ロジェクトマネージャーである永井直
紀氏は「お客様ニーズを確認するとと
もに、受信機やデバイスの開発、バッ
クボーンも含めたネットワーク設計の
確認等を進めて、なるべく早く本サー
ビスをやりたい」と話す。
　プレサービスの提供エリアは東
京都（一部地域を除く）で、利用料は
1000円。利用期間は最大3カ月で、通
信サービスのほかIoTアプリケーショ
ンと専用送信端末を提供する。

高速移動性能が最大の強み

　ELTRESは、スペイン語の定冠詞
「EL」と、3を意味する「TRES」を組み

ELTRES

ついに本格始動したソニーのLPWA

図表3　ELTRESのサービスイメージ
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